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第 1 章 保健事業実施計画（データヘルス計画）の基本的な考え方 

１ 背景・目的 

国は、平成２５年の「日本再興戦略※1」において、「全ての健康保険組合に対し、レセプト等のデ

ータの分析に基づく加入者の健康保持増進のための事業計画としてデータヘルス計画の作成・公表、

事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国保が同様の取組を行うことを推進する。」こと

としました。さらに平成２６年、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針(以下「国

指針」という。)」において、「市町村国保等は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクル※2に沿

った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画（データヘルス計画）を

策定したうえで、保健事業の実施・評価・改善等を行うもの」としました。 

そして国は、医療保険加入者の生活習慣病予防・健康づくりを推進し、医療費の適正化を進める

ため、医療費適正化や健康づくりに取り組む自治体等へのインセンティブ制度※３として平成３０年

度から「保険者努力支援制度※４」を開始しました。また、今後、団塊の世代が全て後期高齢者とな

り、多くの国保被保険者が後期高齢者医療（以下「後期」という。）へ移行し、医療費の増大が予想

されることから、前期高齢者が多く加入する市町村国保においても地域包括ケア※５に係る取組が推

進されています。 

本市においては、国民健康保険の保険者として、平成２７年に「大村市国民健康保険第 1 期保健

事業実施計画(データへルス計画)（平成２７～２９年度）」を、平成３０年に第２期（平成３０年度

～令和５年度)」を策定し、生活習慣病の発症予防及び重症化予防や医療費適正化に取り組んできま

した。 

こうした国の動きや本市の課題を踏まえ、保健事業を引き続き実施するに当たり、健康の保持増

進、生活の質（QOL）の維持・向上を図り、健康寿命の延伸を目指すため「大村市国民健康保険第

３期保健事業実施計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

※1 日本再興戦略：我が国の経済再生に向けて、産業基盤の強化、医療・エネルギー等の市場創出、国際経済連携の推進や海

外市場の獲得等、第二次安倍内閣が掲げた成長戦略のこと（H25.6 閣議決定） 

※２ PDCA サイクル：P（計画）→D（実施）→C（評価）→A（改善）を繰り返し行うこと 

※３ インセンティブ：意欲の向上や目標を達成するための刺激、励み、誘因 

※４ 保険者努力支援制度：保険者における予防・健康づくり、医療費適正化等の取組状況に応じて、交付金を交付する制度 

※５ 地域包括ケア：高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・ 

生活支援・住まいが一体的に提供される体制 
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２ 計画の位置付けと基本的な考え方 

本計画は、国民健康保険法の国指針に基づく計画です。また、保健事業の中核である特定健康診

査及び特定保健指導の実施方法等を定める「特定健康診査等実施計画」を包含するものとします。 

また、健康増進法に基づく基本的な方針を踏まえるとともに、長崎県健康増進計画（健康ながさ

き２１）や大村市健康増進計画（健康おおむら２１計画）、長崎県医療費適正化計画、大村市高齢者

保健福祉計画、大村市介護保険事業計画と整合性を図ります。 

本計画は、被保険者の健康の保持増進に資することを目的として、効果的・効率的な保健事業の

実施ができるよう、KDB 等を活用し、特定健康診査の結果やレセプト、介護保険等のデータ分析を

行い、優先的に取り組むべき健康課題を抽出した上で、生活習慣病の発症及び重症化予防に取組み、

PDCA サイクルに沿って運用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な

指針

第３次

健康おおむら２１計画

第９期

大村市介護保険事業計画

老人福祉法

介護保険法

厚生労働省　健康局 厚生労働省　保険局 厚生労働省　保険局 厚生労働省　老健局

根拠・期間

法定

令和６～１７年

（１２年）

指針

令和６～１１年

（６年）

法定

令和６～１１年

（６年）

法定

令和６～８年

（３年）

大村市国民健康保険

第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）

（第４期特定健診等実施計画を包含）

データヘルス計画 特定健康診査等実施計画
老人福祉計画

介護保険事業計画
健康日本２１計画

法律 国民健康保険法健康増進法
高齢者の医療の確保に

関する法律

市町村

介護保険事業に係る保険給付の

円滑な実施を確保するための基

本的な指針

計画

策定者

基本的な

指針

対象者

医療保険者 医療保険者

大村市民 国保被保険者全員
40歳～74歳の

国保被保険者

1号被保険者　65歳以上

2号被保険者　40～64歳

市町村

国民の健康の増進の総合的な推

進を図るための基本的な方針

国民健康保険法に基づく保健事

業の実施等に関する指針の一部

改正

特定健康診査及び特定保健指導

の適切かつ有効な実施を図るた

めの基本的な指針

図表１ データヘルス計画とその他法定計画等との位置付け 
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３ 計画期間 

本計画の期間については、他の保健医療関係の法定計画と整合性を考慮することとされており、

長崎県医療計画等の次期計画期間が令和６年度から令和１１年度までであることから、これらとの

整合性を図るため、計画期間は令和６年度から令和１１年度までの６年間とします。 

また、社会情勢や国や県の動向を踏まえ、計画開始から３年後の令和８年度に中間評価を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定健診・保健指導の実施率の向上

○各地域、各職場特有の健康課

題がわかる。

○予防する対象者や疾患を特定

できる。
＜レセプトを分析すると＞

○何の病気で入院しているか、

治療を受けているか、なぜ

医療費が高くなっているか

を知ることができる。

地域・職場のメリット

○自らの生活習慣病のリスク保

有状況がわかる。

○放置するとどうなるか、どの

生活習慣を改善すると、リス

クが減らせるかがわかる。

○生活習慣の改善の方法がわか

り、自分で選択できる。

個々人のメリット

データの分析

○重症化が予防できる

○医療費の伸びを抑制できる
○重症化が予防できる

○死亡が回避できる

未受診者へ

の受診勧奨

健康のための資源

（受診の機会、治療の機会）

の公平性の確保

脂質異常症の減少

脳血管疾患・心疾患死亡率の減少

メタボリックシンドローム該当者・予備群の減少

短期的な目標 高血圧の改善

健康寿命の延伸

糖尿病の減少

糖尿病合併症の減少中長期的な目標

特定健診・特定保健指導と国民健康づくり運動
～特定健診・特定保健指導のメリットを活かし、国民健康づくり運動を着実に推進～

図表 2 特定健診・特定保健指導と国民健康づくり運動 

標準的な健診・保健指導プログラム 
【令和 6 年度版】 図-1（一部改変） 
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４ 関係者が果たすべき役割と連携 

（１）関係部局の役割 

本計画は、被保険者の健康の保持増進を図り、保健事業の積極的な推進を図るため、国保けんこ

う課を主体とし、長寿介護課、地域包括支援センター、こども家庭課等と十分に連携し、計画策定や

事業実施に取り組みます。 

 

（２）関係機関等との連携 

計画の実効性を高めるためには、関係機関等との連携・協力が重要です。 

国民健康保険は、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、都道府県と市町村が

共同保険者となったことから、長崎県においては、特に保険者機能の強化についての関与が更に重

要となります。 

長崎県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）及び国保連に設置された支援・評価委

員会においては、幅広い専門的知見により、保険者等への支援を積極的に行うことを期待します。

国保連においては、市国保に対し、課題抽出や評価分析などにおいて、KDB を活用したデータ分析

等の技術支援や職員向け研修を実施しており、今後も支援を受けながら、意見交換等を行っていき

ます。 

保健医療団体である大村市医師会、大村東彼歯科医師会、大村東彼薬剤師会とは、日頃から保健

事業において情報共有や意見交換を行い、効果的な保健事業の実施に向け、連携に努めます。 

また、市町村国保は退職や転職等に伴う被用者保険からの加入者が多いことを踏まえ、長崎県保

険者協議会等を活用し、被用者保険の保険者等と健康・医療情報やその分析結果等を共有し、保健

事業の連携等に努めます。 

計画の策定に当たっては、大村市医師会、大村東彼歯科医師会、大村東彼薬剤師会や被保険者等

の代表の委員から構成される大村市国民健康保険運営協議会（以下「国保運営協議会」という。）に

意見聴取等を行い、本計画の策定及び推進を図ります。 

 

（３）被保険者との関わり 

本計画の最終的な目的は、被保険者の健康の保持増進にあることから、その実効性を高める上で、

被保険者自身が健康の保持増進が大切であることを理解して、主体的、積極的に取り組むことが重

要です。そのため、被保険者の委員も参画する国保運営協議会において、計画策定に関する意見交

換等を行いました。 

 

 

 

 



5 

 

５ 保険者努力支援制度 

国民健康保険の保険者努力支援制度は、保険者における医療費適正化や健康づくりの取組等に対

する支援を行うため、平成３０年度から保険者の取組状況に応じて交付金を交付する制度として実

施されています。この制度は特定健診の受診率向上や生活習慣病の発症予防・重症化予防等の取組

を客観的な指標で評価し、獲得点数に応じて補助金が国から交付される仕組みです。 

本制度を活用することが、保健事業の充実と国保財政の安定化につながるため、積極的に活用し

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（1）特定健診受診率 10 / 70 10 / 70 10 / 70 10 / 70

（2）特定保健指導実施率 70 / 70 70 / 70 70 / 70 70 / 70

（3）メタボ該当者・予備群の減少率 15 / 50 15 / 50 15 / 50 15 / 50

（1）がん検診受診率 0 / 40 30 / 40 30 / 40 30 / 40

（2）歯周疾患（病）検診の実施 20 / 30 15 / 30 15 / 30 10 / 35

共通③ 生活習慣病の発症・重症化予防の取組の実施状況 120 / 120 90 / 120 120 / 120 100 / 100

（1）個人インセンティブ提供 30 / 90 30 / 90 15 / 45 15 / 45

（2）個人への分かりやすい情報提供 20 / 20 15 / 20 10 / 15 20 / 20

共通⑤ 重複・多剤投与者に対する取組 50 / 50 45 / 50 50 / 50 50 / 50

（1）後発医薬品の促進の取組

（2）後発医薬品の使用割合

固有① 収納率向上に関する取組の実施状況 55 / 100 40 / 100 45 / 100 50 / 100

固有② データヘルス計画策定状況 40 / 40 40 / 40 30 / 30 25 / 25

固有③ 医療費通知の取組の実施状況 25 / 25 25 / 25 20 / 20 15 / 15

固有④ 地域包括ケアの推進の取組の実施状況 20 / 25 15 / 30 35 / 40 40 / 40

固有⑤ 第三者求償の取組の実施状況 34 / 40 31 / 40 43 / 50 50 / 50

固有⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況 74 / 95 72 / 95 66 / 100 79 / 100

80 / 130130110 /130 110 // 130

共通②

共通④

共通⑥ 40

469位 380位　 235位 283位

共通①

全国順位（約1,700市町村中）

4,491 4,463

獲得点/総得点 （体制構築加点含む） 623/995 653/1,000  684/960  659/940

R2
実績/配点

R3
実績/配点

R4
実績/配点

R5
実績見込/配点

交付基礎額（万円） 3,965 4,362

評価指標

図表 3 保険者努力支援制度評価指標（市町村分）  

Saikuru  


